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くらしの情報

□問本庁・課税課

　平成26年１月１日現在で土地や家屋を所有している人に、固定資産税・
都市計画税課税明細書を４月下旬に発送しますので、内容の確認をお願い
します。特に、平成25年中に土地の購入や売却、家屋の新築・増改築や取
り壊し、または相続などによって所有する固定資産に変更があった人は、
課税内容の確認をお願いします。
　詳細は本庁・課税課へお尋ねください。なお、納税通知書は６月中旬に送付予定です。

　平成24年度の地方税法改正により、固定資産（住宅
用地）に講じられている「固定資産税の据置特例」が
平成26年度から廃止されます。このことにより、一部
の住宅用地について税額が上昇します。
※「固定資産税の据置特例」とは、評価額の上昇に伴
い住宅用地の税額が急に上昇しないように設けられ
た経過措置です。平成24・25年度までは、経過措
置として負担水準が90％以上の土地については、据
置特例が継続されていましたが、平成26年度からは
完全に廃止されます。これにより、負担水準が100
％未満の住宅用地では、税額が上昇します。
※負担水準が100％未満の土地については、「前年度
の課税標準額＋評価額×住宅用地特例率×５％」を
課税標準額とします。
※都市計画税についても、同様の取り扱いとなります。
※「負担水準」とは、個々の宅地の課税標準額が評価
額に対してどの程度まで達しているかを示すもの
で、次の算式によって求められます。

□地方税法改正のイメージ：
　　　　　　　　住宅用地（小規模）の場合
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資源物回収活動実施団体に報奨金を交付します資源物回収活動実施団体に報奨金を交付します
▶対象活動＝市の資源物回収日程とは別の日また
は別の場所で行っている回収活動。

▶対象団体＝各地区自治組織、ＰＴＡ、地区子ど
も会、老人クラブ、婦人会、青年団など（ＮＰＯ
法人は対象となりません）。

▶報奨金の種類＝次の２種類があります。
①回収量をもとに算定する報奨金
　品目別の回収量に下表の報奨金単価を乗じた額
（10円未満の端数は切り捨て）を交付。

②実施回数で算定する報奨金
　年間を通して２回以上実施した場合で、一定の
基準を満たすもの（実施回数－１回）に2,000
円を乗じて算出した額（上限１万円）を交付。
▶申請方法＝本庁・環境施設課または各支所担当
課に備え付けの申請書に必要事項を記入し、同
課へ提出してください。※交付を受けようとす
る団体は、事前に登録が必要です。
▶申請期限＝４月中に回収活動を行う団体は、４
月25日㊎まで。※５月１日以降に回収活動を始
める団体は、活動の前日までに必ず登録手続き
を済ませてください。
▶報奨金交付の手続き＝回収活動が終了後、速や
かに実施報告書を提出してください。詳細は登
録団体の代表者へ直接お知らせします。

□問本庁・環境施設課

課税明細書のご確認を!

固定資産税「土地」の計算方法について

負担水準（％）＝前年度課税標準額÷（新評価額×住宅用地特例率）×100

〔事務補助嘱託員〕
■勤務場所・予定人員＝本庁・総務課…１人程
度。
■業務内容＝パソコンを使ったデータ入力、臨
時・非常勤職員賃金などの支払い業務・社会
保険の各種手続き、その他事務補助全般。
■応募資格＝基本的なパソコン操作（文書作成
や表計算など）ができる人。
■雇用期間＝６月１日㊐から平成27年３月31
日㊋まで。

■勤務時間＝月～金曜日（祝日、年末年始を
除く）の週29時間。

■報酬（月額）＝10万3,800円（別途、通勤手
当を要件に応じて支給）。

■試験内容・日程＝面接。後日連絡します。
■申込方法＝市販の履歴書に必要事項を記入
し、４ 月30日 ㊌（必 着）ま で に〒863－
8631（住所記載不要）天草市役所・総務
課へ郵送または持参してください。

非常勤職員を募集します非常勤職員を募集します非常勤職員を募集します

□問本庁・総務課

住宅用地特例率は、６分の１または３分の１（都市計画税は３分の１または３分の２）。

□品目別報奨金単価

古紙類 古布類 空きビン類 空き缶類 ほかの
資源物

2円／㎏ 2円／㎏ 1円／本 1円／㎏ 1円／㎏
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※詳しいことは□問にお問い合わせください。
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